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はじめに

〇厚生労働省では、各医療機関における外国人に対する医療提供体制
の現状を把握するために全国すべての病院と、京都府、沖縄県の診
療所を対象とした、外国人の受け入れに関する調査を行っている。

（平成30年度より実施）

〇国の調査結果については、都道府県ごとの公表結果となっていない
ことから、本県にかかる調査結果について、今年度厚生労働省に提
供を依頼し、データの提供があった。

〇このデータの提供を受け、県のデータを取りまとめたので報告する。
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出典:厚生労働省「令和６年度医療
機関における外国人患者の受入れに
係る実態調査について（概要版）」
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１． 調査票回収率

神奈川県全国令和６年度

回収率回収数対象医療機関数回収率回収数対象医療機関数

67.9％23134071.3％58648220調査票A

62.4％21234066.8％54878220調査票B
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２．在留外国人、訪日外国人（医療渡航含む）患者数
１病院あた
りの患者数

神奈川県１病院あた
りの患者数

全国

回答数:212病院回答数:5487病院令和６年度

57.6人97.8%12,214人25.2人96.2%138,413人在日

1.3人2.2%274人1.0人3.8%5,430人訪日(医療渡航含む)
回答数:197病院回答数:5184病院令和５年度

39.1人98.2%7,708人24.2人96.7%125,604人在日

0.7人1.8%143人0.8人3.3%4,265人訪日(医療渡航含む)
回答数:160病院回答数:4700病院令和４年度

48.5人98.3%7,766人33.5人97.1%157,266人在日

0.8人1.7%131人1.0人2.9%4,728人訪日(医療渡航含む)

※調査票B
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３．外国人患者の受入れ実績

41
27
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3 1

0
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10人以下 11～50人 51～100人 101～200人 201～500人 501～1000人 1000人以上

病院ごとの外国人患者数

n-109

〇回答のあった212病院（62.4％）のうち、対象期間(※1)の外国人患者数について、109病院
（51.4％）で外国人患者の受入があった。
〇このうち、拠点的な医療機関（病院）は17病院（77.3%）であった。

※調査票B

51.4%

（109）

48.6%

（103）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

n=212

外国人患者の受入れ実績

受入れあり 受入れなし

※3 無回答含む

66.7%

（4）

77.3%

（17）

33.3%

（2）

22.7%

（5）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

JMIPもしくはJIH認証

医療機関

拠点的な医療機関

病院の種別による受入れ実績

受入あり 受入なし

(※2)
※1 2024年9月1日～30日
※2 財）日本医療教育委員会財団 外国人患者受入医療機関認証制度（JMIP）

社）Medical Excellence JAPAN(MEJ)ジャパンインターナショナルホス
ピタル（JIH）のいずれかに登録されている病院 ※3



7

４．医療機関向けマニュアル等の認知度調査
〇回答した231病院のうち、外国人患者の受入れのための医療機関マニュアルを「知らなかっ

た」と回答したのは20％。（全国 21.4％）
〇医療機関における外国人対応に資する夜間・休日ワンストップ窓口事業を「知らなかった」と回

答したのは50％（全国 44.5％）

※調査票A

6.1%, (14) 0.9%, (2) 5.2%, (12)

40.3%, (93)

27.3%, (63)
27.3%, (63)

33.3%

(77)

21.6%

(50)

22.1%

(51)

20.3%

(47)
50.2%

(116)

45.5%

(105)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

外国人患者の受入れのための

医療機関向けマニュアル

医療機関における外国人対応に資する

夜間・休日ワンストップ窓口事業

外国人患者受け入れ

情報サイト

厚生労働省による外国人患者の受入れ事業認知度

利用したことがある 内容を知っていたが

利用したことはなかった

名前は聞いたことがあったが

内容は知らなかった

知らなかった

(n=231)

※ 平成30年度～令和3年度厚生労働省 政策科学推進研究事業
「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュアル」

※
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５．外国人患者受入れ医療コーディネーターの配置実績
〇回答があった、231病院のうち、外国人患者受入れ医療コーディネーター配置ありは、10病院
（4.3％）（全国 2.6％）であった。
〇このうち、拠点的な医療機関（病院）は５病院（22.7％）（全国 14.9％）であった。

※調査票A

0%

20%

40%

60%

80%

100%

コーディネーター配置状況
全体

(n=231)
拠点的な医療機関

(n=22)
JMIPもしくは

JIH認証医療機関
(n=6)

配置なし
95.7%
(221)

配置あり
4.3% (10)

配置なし
77.3% 

(17)

配置あり
22.7% 

(5)

配置なし
33.3% 

(2)

配置あり
66.7% 

(4)
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0%

20%

40%

60%

80%

100%

コーディネーター業務体制

無回答
10.0% (1)

専任のみ
20.0%

(2)

兼任のみ
70.0%

(7)

1

3

4

5

7

8

8

0人 2人 4人 6人 8人 10人

無回答

日本患者でも発生する

院外関係者との連絡調整

その他

自身による通訳の実施

患者や患者家族との

コミュニケーション

外国人患者対応に特有の

院外関係者との連絡調整

院内の部署・職種間の

連絡調整

コーディネーターの役割 (複数回答) (n=10)

６．外国人患者受入れ医療コーディネーターの業務体制・役割
〇外国人患者受入れ医療コーディネーターを配置している10病院のうち、専任のみが２病院、兼任

のみが７病院であった。
〇コーディネーターの役割（複数回答）では、「院内の部署・職種間の連絡調整」、「外国人患者

対応に特有の院外関係者との連絡調整」が並んで最多だった。

※調査票A

1

2

2

4

0人 1人 2人 3人 4人 5人

その他

その他医療関係

の有資格者

医師

看護師

医療通訳

事務職員

(医療通訳を除く)

兼任者の内訳 (複数回答) (n=7)
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７．多言語化（医療通訳・電話通訳・ビデオ通訳・自動翻訳デバイス等）整備状況

〇回答のあった231病院のうち、 ①～④のいずれかを導入している病院数は116病院（50.2％）であり、
全国（42.0％）と比較すると、8％程度高い。

〇「タブレット端末、スマートフォン端末、その他翻訳機器」が多く、110病院が「あり」と回答した。

n=231

※調査票A

42.0%

2,464 

6.5%

380 

12.4%

729 

4.5%

264 

36.0%

2,109 

58.0%

3,400 

93.5%

5,484 

87.6%

5,135 

95.5%

5,600 

64.0%

3,755 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①～④いずれか

①医療通訳

②電話医療通訳

（遠隔通訳）

③ビデオ医療通訳

（遠隔通訳）

④タブレット端末、スマートフォン

端末、その他翻訳機器

病院ごとの整備状況（全国）

あり なし ■あり ■なし

n=5864

50.2%

(116)

7.8%

(18)

10.8%

(25)

4.3%

(10)

47.6%

(110)

49.8%

(115)

92.2%

(213)

89.2%

(206)

95.7%

(221)

52.4%

(121)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①～④いずれか(全体)

①医療通訳

②電話医療通訳

（遠隔通訳）

③ビデオ医療通訳

（遠隔通訳）

④タブレット端末、スマートフォン

端末、その他翻訳機器

病院ごとの整備状況（神奈川県）

あり なし ■あり ■なし
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８．外国人患者に対する自由診療の診療価格
〇自由診療における診療価格の決定方法について、診療報酬点数表を活用していると回答した217病院

中、１点あたり10円以下で請求している病院は152病院（70％）、１点あたり10円を超える病院は
65病院（30％）だった。

85.7%, 

4772

6.6%, 370

4.8%, 267

2.9%, 160
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90%

100%

n=5569

全体（全国）

１点あたり20円よ

り大きい（４）

１点あたり15円よ

り大きく20円以下

（３）
１点あたり10円よ

り大きく15円以下

（２）
１点あたり10円以

下（１）

※調査票A

70.0%

(152)

11.1%

(24)

15.2%

(33)

3.7% (8)
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(14)
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(5)

4.5% (1)
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９．医療通訳の費用

94.8%

219

5.2%

12
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100%

n=231

県全体

請求していない 請求している

98.0%

5749

2.0%

115

0%

20%

40%

60%

80%

100%

n=5864

全国

請求していない 請求している

〇外国人診療において、診療費以外の追加的費用として、通訳料を請求している病院は、県で
は231病院中12病院（5.2％）であった。

※なお、医療通訳の費用は、自由診療だけでなく社会保険診療においても、医療機関は患者に
請求可能である

※調査票B

86.4

%

19

13.6%

3
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１０．未収金の発生状況①

10
6 5

0 0
0

20

５件以下 ６～10件 11～20件 21～30件 31件以上

未収金発生件数と病院数（県全体）

〇回答のあった212病院中、対象期間に外国人患者の受入れがあったのは109病院（51.4％）であり、
そのうち、21病院が外国人患者による未収金（※）を経験していた。

〇21病院の未収金発生の総件数は132件。未収金があった病院のうち、病院あたりの発生件数は平均
6.3件、未収金発生件数の最大値は17件、中央値は６件であった。

(件)n=21
6.3平均
6中央値
17最大値

※本調査において、未収金とは、「請求日より１ヶ月を経ても診療費の一部、または全部が
支払われていないこと」

※調査票B

受入れあり, 

51.4%

(109)
未収金あり

19.3%(21)

受入れなし

48.6% , 

(103)

未収金なし

80.7%

(88)

(0)

(50)

(100)

(150)

(200)

(250)

n=212 n=109

未収金が発生した病院

1
2

3

0 0
0

2

4

５件以下 ６～10件 11～20件 21～30件 31件以上

未収金発生件数と病院数（拠点的な医療機関） (件)n=６
9.3平均
9中央値
17最大値
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１１．未収金の発生状況②
〇未収金があった21病院の未収金の総額は17,064,314円であった。
〇病院あたりの平均は812,586円、未収金発生額の最大値は7,682,141円、中央値は208,430円で

あった。

2 2
4

6

2
4

1

0
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1万円以下 1万円超～

5万円以下

5万円超～

10万円以下

10万円超～

50万円以下

50万円超～

100万円以下

100万円超～

500万円以下

500万円超

未収金発生総額と病院数（県全体）

(円)n=21
812,586平均
208,430中央値

7,682,141最大値

※調査票B

0 0 0

2
1

3

0
0

1

2

3

4

1万円以下 1万円超～

5万円以下

5万円超～

10万円以下

10万円超～

50万円以下
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100万円以下
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500万円超

未収金発生総額と病院数（拠点的な医療機関）

(円)n=6
1,037,755平均
848,445中央値
2,275,790最大値
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１２．未収金の発生状況③
〇21病院で未収金が発生した132件のうち、100件（75.7％）が１件あたり５万円以下であった。
〇１件あたりの平均は129,275円、最大値は6,100,255円、中央値は12,555円であった。

63
37

15 9 6 2 1
0

50

100
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5万円以下

5万円超～

10万円以下

10万円超～

50万円以下

50万円超～

100万円以下

100万円超～

500万円以下
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１件当たりの未収金額と患者数（県全体）

(円)n=132
129,275平均
12,555中央値

6,100,255最大値

※調査票B
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１３．まとめ

〇回答のあった病院のうち、約５割で外国人患者の受入があった。
〇外国人患者の受入れのための医療機関マニュアルを「知らなかった」と回答し

たのは約２割、医療機関における外国人対応に資する夜間・休日ワンストップ
窓口事業を「知らなかった」と回答したのは約５割だった。

〇多言語化ツールが未整備である医療機関の割合は国が約６割に対して、県は約
５割と低い。

〇自由診療における診療価格を保険診療と同じ金額で請求している病院の割合が
国が約8.5割に対して県は約７割と低い。

〇対象期間中外国人患者の受入れ実績のある病院の約２割に未収金があっ
た。

〇病院あたりの未収金の発生件数は中央値6件、発生額は中央値208,430円で
あった。


